
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

健康起因事故発生状況と
健康起因事故防止のための取組

国土交通省 自動車局

安全政策課

資料１



運転者の健康状態に起因する事故報告件数の推移

○運転者の疾病により事業用自動車の運転を継続できなくなった事案として、自動車事故報告規則に基づき報告のあった件数

は、健康起因事故に対する事業者の意識の高まり等を反映し増加傾向にあったが、平成２９年は前年より僅かに減少した。

○運行の中断等、交通事故に至らなかったものが大半を占めるが、約３割が運転中に操作不能となった事案である。

健康状態に起因する事故報告件数
（業態毎の件数）

健康状態に起因する事故報告件数
（報告内容毎の件数）

乗合

貸切・特定

タクシー

トラック

衝突・接触を伴うもので、運転者以外に死傷者が生じたもの（人身事故等）

衝突・接触を伴うもので、運転者以外に死傷者が生じていないもの（物損事故等）

衝突・接触がなかったもの（乗務の中断等）

運転中（信号待ち、乗降扱い中を含む）に、意識障害等により、
運転操作が不能となったもの
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運転者の健康状態に起因する事故報告件数の推移

運転中（信号待ち、乗降扱い中を含む）に、意識障害等により、
運転操作が不能となったもの

業態別の健康状態に起因する事故報告件数（報告内容毎の件数）

乗合 貸切・特定

タクシー トラック

衝突・接触を伴うもので、運転者以外に死傷者が生じたもの（人身事故等）

衝突・接触を伴うもので、運転者以外に死傷者が生じていないもの（物損事故等）

衝突・接触がなかったもの（乗務の中断等） 3



運転者の健康状態に起因する事故報告件数の推移

その他

心臓疾患

脳疾患

運転中の操作不能事案（※）の脳・心疾患の割合

乗合 貸切・特定

タクシー トラック

全体

運転中（信号待ち、乗降扱い中を含む）に、意識障害等により、
運転操作が不能となった事案の報告件数

※
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健康起因事故の疾病別の内訳（平成２５～２９年）

健康起因により死亡した運転者の疾病別内訳
（平成２５～２９年）

健康起因事故を起こした運転者の疾病別内訳
（平成２５～２９年）

○過去５年間で健康起因事故を起こした運転者１，２０１人のうち脳疾患、 心臓疾患がそれぞれ１４％を占める。
○うち、死亡した運転者２２４人の疾病別内訳は、心臓疾患が５１％、脳疾患が１３％、大動脈瘤及び解離が１４％を占める。

計１，２０１人 計２２４人

心臓疾患
（心筋梗塞、心不全等）

１７３人
１４％

脳疾患
（くも膜下出血、脳内出血等）

１６７人
１４％

大動脈瘤及び解離
４３人
４％呼吸器系疾患

７８人
６％

消化器系疾患
６０人
５％

その他
４４０人
３７％

不明
２４０人
２０％

心臓疾患
（心筋梗塞、心不全等）

１１４人
５１％

脳疾患
（くも膜下出血、脳内出血等）

２９人
１３％

大動脈瘤及び解離
３１人
１４％

その他
１８人
８％

不明
３２人
１４％
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自動車運送事業者における脳血管疾患対策ガイドラインの公表（Ｈ３０．２．２３）

平成３０年２月２３日
自動車局安全政策課

「自動車運送事業者における脳血管疾患対策ガイドライン」を策定しました

自動車運送事業者における運転者の脳健診受診等を促進し、健康起因事故の防
止を図るため、脳血管疾患対策を進めていくために知っておくべき内容や取り組む
際の手順等を具体的に示した「自動車運送事業者における脳血管疾患対策ガイド
ライン」を策定しました。

近年、事業用自動車の運転者が疾病により運転を継続できなくなる事案の発生
件数が増加しています。その中で最も多いのは、脳血管疾患であり、事業用自動
車の運転者に関する脳血管疾患対策が必要となっています。

このため、国土交通省では、産官学の幅広い関係者からなる「健康起因事故対
策協議会」を設置し、脳血管疾患対策等の在り方について議論をしてきましたが、
今般、同協議会での議論を受けて、自動車運送事業者が、運転者の脳健診の受
診等、脳血管疾患対策を進めていくために知っておくべき内容や取り組む際の手
順等を具体的に示した「自動車運送事業者における脳血管疾患対策ガイドライン」
（別添１参照）を策定しました。

また、本ガイドラインの普及を図るための概要版（別添２参照）を作成しました。

自動車運送事業者において、本ガイドラインを活用することにより、脳健診の受
診や治療の必要性について理解が浸透し、事業者による自主的なスクリーニング
検査の導入が拡大することが期待されます。
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運転者向けスクリーニング検査の普及促進のための取組

◆健康起因事故防止のため、主要疾病の早期発見に有効とされるスクリーニング検査について、
モニター事業者を選定。
◆ガイドラインに沿って、モニター事業者の運転者が実際にスクリーニング検査を受診。
◆受診結果やその後の運転者に対する事業者の対応、事業者に対する影響等について調査
を実施。
◆その結果を、同検査の業界全体への普及拡大に向けた方策の検討に活用。

スクリーニング検査普及に向けたモデル事業
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◆スクリーニング検査を普及させるための方策や検討に必要となる、事業者における同検査の
普及状況やその導入に向けた課題等を把握するため、アンケート調査を実施。

スクリーニング検査普及状況調査

◆国土交通省で行っている健康起因事故防止対策、事業者によるスクリーニング検査の受診
に関する取組等について、有識者、関係企業、国土交通省等が紹介する形式のセミナーを
事業者を対象として開催。

健康起因事故防止セミナーの開催


